
岡山県災害救助対策費補助金交付要綱 

 

（趣 旨） 

第１条 知事は、災害による被災者の応急救助の促進を図るため、救助実施市を除く市町

村が行った災害救助対策事業に対し、予算の範囲内において補助金を交付するものとし、

その交付に関しては、岡山県補助金等交付規則（昭和４１年岡山県規則第５６号）に定

めるもののほか、この要綱に定めるところによる。 

（補助対象事業及び補助率等） 

第２条 補助の対象となる事業は、災害救助法（昭和２２年法律第１１８号）の適用を受

けない、救助実施市を除く市町村において、最大２４時間雨量が８０ｍｍ以上の降雨災

害によって被害を受けたときに実施した災害救助事業とする。 

ただし、知事が特に必要と認めた場合には、この限りでない。 

２ 補助率は２分の１以内とし、補助金の合計額に千円未満の端数が出た場合はこれを切

り捨てる。 

３ 対象事業の種類は、災害救助法の適用を受けた市町村の場合に準じ、次のとおりとす

る。  

（１）避難所及び応急仮設住宅の供与  

（２）炊き出しその他による食品の給与及び飲料水の供給  

（３）被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与  

（４）医療及び助産  

（５）被災者の救出  

（６）被災した住宅の応急修理  

（７）学用品の給与  

（８）埋葬  

（９）死体の捜索及び処理  

（１０）災害によって住居又はその周辺に運ばれた土石、竹木等で、日常生活に著しい支

障を及ぼしているものの除去  

（１１）救助のための輸送費及び賃金職員等雇上費  

４ 対象経費、期間等は、災害救助法による救助の程度、方法及び期間並びに実費弁償の

基準（平成２５年内閣府告示第２２８号。以下「基準」という。）の定めるところによ

る。ただし、基準において「災害発生の日」とあるのは、「最大２４時間雨量が８０ｍ

ｍに達したのち補助の対象となる事業の１つを実施しなければならない原因が発生した

日」と読み替えるものとする。  

５ 前項の期間によっては救助の適切な実施が困難な場合には、市町村長は、知事の承認

を得た上で、救助の期間を延長することができる。  

６ 第１項に定める災害が発生したときは、救助実施市の長を除く市町村長はその旨を速

やかに県民局長を経由して知事に報告するものとする。 

（交付申請） 

第３条 補助金の交付を受けようとする者は、補助金交付申請書（様式第１号）に掲げる

書類を添えて、補助の対象となる事業の１つを実施しなければならない原因が発生した



日から知事が別に定める日までに提出しなければならない。 

（１）県費補助金精算関係書類（様式第２号） 

（２）市町村歳入歳出決算（見込）書抄本 

（応急仮設住宅の運営管理等） 

第４条 補助事業として応急仮設住宅を設置した者は、常に善良な管理者の注意をもって

運営管理に努めること。 

２ 応急仮設住宅を設置後２年間以内に処分した場合において、剰余金が生じた場合はそ

の額に２分の１を剰じて得た額を返納するものとする。 

（書類の経由） 

第５条 この要綱に基づき知事に提出する書類は、所轄の県民局長を経由しなければなら

ない。 

（補助金に係る帳簿等の保存年限） 

第６条 補助事業者は、事業に係る収入・支出及び事業内容を明らかにした帳簿を備え、

当該収入及び支出について証拠書類を整備し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を事業完了

後５年間保管しておかなければならない。 

（その他） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、補助事業の実施に関し必要な事項は、知事が別に

定める。 

附 則 

この要綱は、昭和５１年９月１日から適用する。 

この事業の要綱の一部改正は、昭和５２年４月１日から適用する。 

この事業の一部改正は、昭和５２年４月１日から適用する。 

この要綱の一部改正は、昭和５３年４月１日から適用する。 

この要綱の一部改正は、昭和５４年４月１日から適用する。 

この要綱の一部改正は、昭和５５年４月１日から適用する。 

この事業の一部改正は、昭和５６年４月１日から適用する。 

この要綱の一部改正は、昭和５７年４月１日から適用する。 

この要綱の一部改正は、昭和５９年４月１日から適用する。 

この要綱の一部改正は、昭和６０年４月１日から適用する。 

この事業の一部改正は、昭和６１年４月１日から適用する。 

この要綱の一部改正は、昭和６２年４月１日から適用する。 

この要綱の一部改正は、昭和６３年４月１日から適用する。 

この要綱の一部改正は、平成２年４月１日から適用する。 

この事業の一部改正は、平成３年４月１日から適用する。 

この要綱の一部改正は、平成４年４月１日から適用する。 

この要綱の一部改正は、平成５年４月１日から適用する。 

この要綱の一部改正は、平成６年４月１日から適用する。 

この要綱の一部改正は、平成７年４月１日から適用する。 

この事業の一部改正は、平成９年４月１日から適用する。 

この要綱の一部改正は、平成１０年４月１日から適用する。 



この要綱の一部改正は、平成１１年４月１日から適用する。 

この要綱の一部改正は、平成１２年４月１日から適用する。 

この要綱の一部改正は、平成１９年４月１日から適用する。 

この要綱の一部改正は、平成２０年４月１日から適用する。 

この要綱の一部改正は、平成２１年４月１日から適用する。 

この要綱の一部改正は、平成２２年４月１日から適用する。 

この要綱の一部改正は、平成２４年４月６日から適用する。 

この要綱の一部改正は、平成２９年１１月７日から適用する。 

この要綱の一部改正は、平成３０年７月３日から適用する。 

この要綱の一部改正は、令和２年３月３１日から適用する。  

この要綱の一部改正は、令和５年４月１日から適用する。 


